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研究成果の概要（和文）： インドネシアの海外日本人社会にみるかぎり、移民主体は長い間戦前からのコロニ
アル体制下の（国の施策によって移動した）「国策移民」→ポスト・コロニアル下の（企業の都合で移動した）
「企業移民」が中心であった。またコミュニティも日本国内のコミュニティを持ち込んだもの、あるいはそれと
相同的なものが支配的であった。
　しかし2000年をまたいで、移民主体がそれまでの「企業移民」から（自らの意志で移動した）「ライフスタイ
ル移民」へとシフトするようになっている。日本人社会も日本人会中心のものから日本人会もその一つである
（one of them）多中心的なものに変化している。

研究成果の概要（英文）： As for Japanese societies in Republic of Indonesia, they have been largely 
made up of‘national immigrants’under Japanese colonial rule and‘corporate immigrants under the 
post-colonial rule.’ Communities in those societies were either direct　applications of Japanese 
domestic communities or analogous to them.
  In 2000 years, however, the turns on those axis of the from dependent‘ corporate immigarannts’ 
to autonomous ‘life-style immigrants’ came to be seen broadly in Japanese societies. And Japanese 
societies themselves are not centered on Japan Club, but multi-centerd.

研究分野：社会学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
（１）グローバル化の進展とともに国境の壁
が低くなり、社会全体に流動性がたかまるな
かで、国民国家の存在を前提としていた移民
社会にどのような変化が生じているのかを、
移民主体およびコミュニティの変容に照準
して明らかにするという問題関心が研究の
前提となっている。 
 
（２）上記（１）を通して従来の移民研究に
とどまらないモビリティーズ・スタディ―ズ
の可能性と課題を追求するという問題意識
が研究の水脈をなしている。 
 
２．研究の目的 
（１）インドネシアの 3都市をフィールドに
して海外日本人社会における主体（日本人 
移民）の性格変容とコミュニティ再形成の動
きを、グローバル化（とりわけグローバル・
ツーリズム）の進展とともに多層化し分極化
するヒトの移動（モビリティ）を念頭におい
てあきらかにする。なおその際、ポストコロ
ニアルの位相がいかなる影をおとしている
かを複眼的に見据える。 
 
（２）グローカルネットワークにおいて拠点
的機能を担いつつある日本人社会の担い手 
層／リーダー層が、[１]さまざまなリスクに
遭遇しながらセーフティネットを構築する
態様をコミュニティ再形成の動きに照準し
てあきらかにし、さらに[２]そうしたコミュ
ニティ再形成の動きの確認を通して海外に
おける日本人移民およびコミュニティのグ
ローバルな世界における「立ち位置」
（position）と今後の変容の方向をさぐる。 
 
３．研究の方法 
（１）3 都市のうち、ジャカルタおよびジョ
グジャカルタの日本人社会は、既存文献・資
料調査によって戦前からの部厚い伝統があ
り、Japan club 主導の日本人社会は今日まで
大筋のところで変わっていないことがわか
った。そこで変転著しい、しかもかなり特異
な社会構成上の特徴を示しているバリの日
本人社会に照準して、他の 2都市の日本人社
会と比較しながらその実相の解明につとめ
た。具体的には日本人会およびこれと異他的
に交わる複数の日本人ネットワーク組織を
フィールドの中心に据えて、中規模のアンケ
ート調査とヒヤリング（多くはスノーボール
調査にもとづく）、そして可能なかぎりの既
存文献・資料調査を通してあきらにした。 
 
（２）以上の調査によって得られたさまざま
な findings を綜合して、[１]グローバル化
の進展とともにあらわれたボーダレスな移
動に符節を合わせた「移民の新たな形態」、
[２]そうした移民によってうながされた「日
本人社会の転態」、[３]そこに伏在している
「既存コミュニティとセーフティネットワ

ーク構築に向けられた各種ネットワーク組
織との分立と交差の過程」、[４]上記[３]の
過程と共進して立ちあらわれる、「多様な主
体の『節合』（articulation）からなるコミ
ュニティ・ソリューションの具体相」、最後
に[５]以上の[１]から[４]の分析より析出
される「人びとのセーフティネットワークの
可能態」、をあきらかにした。 
 
４．研究成果 
（１）海外日本人社会のありようは、それが
立地／布置構成する都市のコロニアル／ポ
ストコロニアルの深度とグローバル化の進
展の度合いによって大きく異なってくる。イ
ンドネシアの海外日本人社会についていう
と、ジャカルタおよびジョグジャカルタの日
本人社会は日本の植民地体制の構築ととも
に形成・発展し、戦後はそれが開発主義体制
→「新しい国際分業」（NIDL）体制に引き継
がれていく／組み込まれていくなかで企業
主導の日本人社会へと形態転化をとげた。そ
してきわめて権威主義的な日本人社会がで
きあがることになった。これにたいして、バ
リ日本人社会は事実上戦後立ちあらわれた
ものである。たしかにその嚆矢は開発主義体
制をにない背後からささえてきた JICA によ
って「部分的に」きりひらかれたものである
が、あきらかにコロニアルとの断絶の上にあ
る。バリ日本人社会が企業社会と必ずしも輻
輳しないのはこうした点と密接に関連して
いる。しかしグローバル・ツーリズムの進展
は日本人社会をポスト・コロニアルの新たな
地層に組み込みつつあり、今後、ジャカルタ
やジョグジャカルタの日本人社会と大きく
共振する可能性があることは否定できない。 
 
（２）日本人社会を構成してきた移民に関し
ていうと、ジャカルタおよびジョグジャカル
タの場合、戦前からの「国策移民」／「企業
移民」、そして戦後の「企業移民」が中心を
なしてきた。いずれも強制もしくは半強制の
移動によってもたらされたものであるが、
「クニ」や「カイシャ」がかれらの精神的な
バックボーンをなしてきた。そして Japan 
club が常に中心をなし、今日に至っている。
Japan clubの位階秩序はそのまま日本人社会
のそれをなしてきた。この基調はいまも変わ
っていない。 
他方、バリでは、「企業移民」とは系を異
にする「ライフスタイル移民」が日本人社会
の中心をなしている。あるいはそうしたかれ
ら／かの女らがバリの日本人社会の多中心
化の担い手になっている。このことは日本人
会の構成のありようにも深い影をおとして
いる。ジャカルタおよびジョグジャカルタの
Japan club と比較してすぐに気づくことは、
バリの日本人会の担い手層が大企業中心の
ネットワークの外にいる人たちであること
だ。しかしこれは固定的、類型的にとらえる
べきではない。 



 
（３）バリの日本人会が立ち上がったのは
1970 年代前半である。その際、JICA の空港
事業にかかわった人びとが立ち上げに関与
したことは否定できないが、草創期のメンバ
ーはバリ人と結婚した日本女性や自営業を
いとなむためにバリにわたった人びとであ
った。これらの人びとは基本的に自分の意思
でバリに渡った人たちである（だからもとも
とフットワークの軽い移民であったのであ
る）。そして日本人社会の第１世代を構成し
た人びとであった。それゆえ日本人社会は日
本人会中心にまわった。こうした日本人会を
核とする日本人社会は、1980 年代から 90 年
代前半にたちあらわれた第2世代に引き継が
れた。この第 2世代の中心となったのは、依
然としてバリ人と結婚した女性たちである
が、注目されるのはかの女たちの多くが独立
自営的なビジネスを営んでおり、その経験が
日本人会の運営に活かされたことである。こ
こではジャカルタやジョグジャカルタのよ
うな名望家／役職型のリーダーシップでは
なく、ローカルに底礎する経営型のリーダー
シップがみられたことである。そしてセーフ
ティネットの構築にたいして主導的な役割
を果たした。 
 
（４）しかし 90 年代後半から 2000 年代にな
ると、グローバル・ツーリズムのいっそうの
進展とともに、よりフットワークの軽い「ラ
イフスタイル移民」、とくに女性たちがバリ
に移動してくるようになる。かの女らのかな
りの部分は国際結婚をした人たちであった
が、第 2世代の人たちとは生活様式や行動様
式が根本的に違ってくる。第 2世代の人びと
はフットワークが軽いとはいえ、バリにくる
ことはある意味で「命がけ」であった。しか
し第 3世代の人びとは、国境の往来はいとも
簡単になっている。「アイ・ラブ・バリ」だ
が、もしうまくいかなかったら帰ればいい。
そういった態度は、日本人会にたいして距離
をもつことに象徴的にあらわれている（表 1
参照）。 
 もちろん第 3世代にとっても、セーフティ
ネットを構築することは異文化で生活する
上で欠かせない。しかしそれを単一の回路に
もとめない。必要に応じてローカルだけでな
く、グローバルなネットワークにアクセスし、
さまざまな情報を手にする。第３世代は日本
人会を意図的に忌避するわけではないが、第
2 世代までが日本人会にもとめたような強い
紐帯／アイデンティティをもとめない。あげ
ればきりがないが、ママの会、半熟の会、バ
リ・クリーナップの会、バリに木を植える会、
テニスサークルの会、等に多重的にゆるやか
に参加し、「弱い紐帯」を維持しながら、自
分たちの裾野を拡げている。第 3世代にとっ
て、日本人会はこれら組織の横並びの一つ、
いわゆる one of them でしかない。個人化し
た生活を肯定した上で、あえてコミュニティ

というなら、ネットワーク化した、境界のな
いコミュニティを形成しているといえる。ち
なみに、日本人会はよくも悪くも内に閉じた
メンバーシップの上にある。またそうした点
で地域コミュニティに準ずるものとしてあ
る。 
 
表 1 移民主体の変容 

 
（５）日本人会がもはや日本人社会の中心に
位置づかなくなっていること自体、日本人社
会およびコミュニティの変容を示してあま
りあるが、とはいうものの、日本人会がいま
なお日本人社会の代表制機能を担っている
ことは否めない。日本政府―日本領事館―日
本人社会のタテの回路において日本人会は
まぎれもなく「リンクマン」の役割を担って
いる。他方で、現地日本人の間では認知度は
必ずしも高くない。つまり日本人社会のニー
ズを吸い上げるものとはなっていないと認
識されている。日本人社会のリスク管理にと
ってこの「空隙」／乖離はのぞましくない。
日本人会自体、こうした状況を危惧しており、
二つの方向、すなわち一つは自らが中心とな
る日本人社会／コミュニティの再編、そして
いま一つは組織そのもののアソシエーショ
ン化を考えている。しかし第 3世代にとって
は、どの方向をとるにせよ、日本人会そのも
のが「開かれた存在」になっていないことが
何よりも問題であると認識されている。 
 
（６）いずれにせよ、（４）および（５）に
みられる第3世代の動向が日本人社会／コミ
ュニティの「現在性」を示してあまりあるこ
とはあきらかであるが、重要なことは、そう
した「現在性」がグローバル化の進展ととも
に社会の前景にたちあらわれているモビリ
ティと流動性（fluidity）の世界を説明する
ものとしてあるという点である。そしてその
点では、「１．研究開始当初の背景」で指摘
した本研究のモビリティーズ・スタディーズ
への方向性は十分に担保されているといえ
る。 
 
（７）なお、上記した第 3世代の動向からひ
きだされた日本人社会／コミュニティの「現
在性」は必ずしも安定的なものではないこと
を最後に記しておきたい。それを不安定化す

バリ到来

時期
学歴 国籍

日本人会

への距離

地元コ

ミュニ

ティへの

距離

第１世代 1970年代 高い
日本国籍

離脱
近い 近い

第２世代

80年代～

90年代前

半

やや高い
ほぼ日本

国籍
ほどほど ほどほど

第3世代
90年代後

半以降
普通
日本国籍

保有
遠い 遠い



る要因は種々考えられるが、最大の攪乱要因
になると思われるのは、2000 年以降、日本人
社会において目立つようになったリタイア
メント層の増大である。表層的に理解すれば、
「人生のリセット」をもとめてバリに流入し
てきたといえるのだが、その背景に日本にお
ける高齢世帯の逼迫した生活事情がある。リ
タイアメント層はたしかに「ライフスタイル
移民」の一種ではあるが、選択の幅は従来の
「ライフスタイル移民」よりははるかに狭い。
そしていま、これらのリタイアメント層は生
活費の高騰にあえいでいる。そして帰ること
もままならない苦境に陥りつつある。ちなみ
に、日本政府はこれらのリタイアメント層に
ついては「自己責任、自己決定」の論理で事
実上放置している。いま日本人社会／コミュ
ニティはこうしたリタイアメント層を「層と
して」抱え込まざるを得なくなっている。そ
れは日本人社会／コミュニティにとってこ
れまで経験しなかったような新たな課題と
向き合うことを意味している。いずれにせよ、
海外日本人社会は、いくつかの分岐を示すと
ともに新たな段階に踏み出そうとしている。 
 
（8）これまで海外日本人社会は移民研究の
中で取り扱われることが多かった。しかも同
化とディアスポラをキーワードとする移民
研究では「周辺」に位置づけられがちであっ
た。しかし、いまや海外日本人社会はグロー
バライゼーション・スタディーズ、とりわけ
モビリティーズ・スタディーズにおいて「中
心」に位置づけられるようになっている。本
研究課題はそうした点ではエポックメーキ
ングな意味を 有するものであるといってよ
い。 
  なお、本研究課題が主対象としているバリ
の日本人社会は、今後の日本社会のありよう
を考えるうえで好箇の素材をなすと考えら
れる。そうした点でも本研究によって得られ
た知見は興味深い。 
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